
財務４表（一般会計等）の分析

財務４表とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書からなります。
４つの表は、相関関係が以下のとおりとなっています。

貸借対照表 資金収支計算書純資産変動計算書行政コスト計算書
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【財務４表の見方】

貸借対照表 ：自治体が保有する資産・負債及び純資産の状況を把握することができます。
行政コスト計算書 ：１年間の行政活動で消費されたコストの状況を示しており、行政コストは貸借対照表の純資産の増減要因

となります。
純資産変動計算書：純資産の増減要因を把握することができ、貸借対照表の純資産の増減の状況を示しています。
資金収支計算書 ：貸借対照表の資産である歳計現金の収支の状況を把握できます。収支ベースで作成されており、支出と

財源の対応関係を把握することができます。

表ごとの説明は、次のページ以降で説明します。



貸借対照表とは、基準日（年度末：令和５年度の
場合、令和６年３月３１日）における、本町の財政状
況（どれだけ財産や借金があるか）を表しています。

資産の部と負債の部にある「流動」とは、１年以内
に変動する可能性の高い科目が表示され、「固定」
はそれ以外の長期にわたって保有する科目等が表
示されています。

資産の部で固定資産が増加しているのは、主に
インフラ資産の工作物が増加したことが主な要因と
なっています。これは、令和５年度に町道整備事業
により整備された道路や平成緊急内水対策事業に
より整備された調整池などの工作物が増加したた
めです。また事業用資産については、広陵西第二
幼稚園の園舎の解体を行ったことなどにより、建物
が減少しています。

また投資その他の資産が増加しているのは、減
債基金やみどりのふるさと応援基金への積立を
行ったためです。流動資産においては、前年度の
剰余金につき財政調整基金への積立を行ったため、
基金の残高は増加しています。

負債の部で負債合計が前年より増加しているの
は、令和５年度において、山辺・県北西部広域環境
衛生組合建設負担金支払のための地方債借入や
業務用PC入替によるリース債務の増加などによる
ものです。

貸借対照表

令和６年３月３１日現在 （単位：百万円） 

科目名 R5 前年比 科目名 R5 前年比
【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 50,560 693   固定負債 11,405 76
    有形固定資産 47,852 328     地方債 10,060 108
      事業用資産 25,920 △ 502     退職手当引当金 1,218 △ 96
        土地 17,211 △ 60     その他 127 65
        建物 22,196 △ 32   流動負債 1,309 △ 5
        建物減価償却累計額 △ 13,604 △ 389     １年内償還予定地方債 963 △ 21
        工作物 582 2     未払金 20 △ 7
        工作物減価償却累計額 △ 466 △ 13     賞与等引当金 144 13
        建設仮勘定 1 △ 10     預り金 133 △ 14
      インフラ資産 21,560 758     その他 49 23
        土地 16,806 133 負債合計 12,714 71

        建物 979 41 【純資産の部】

        建物減価償却累計額 △ 768 △ 23   固定資産等形成分 52,719 975
        工作物 18,025 808   余剰分（不足分） △ 12,028 △ 237
        工作物減価償却累計額 △ 13,693 △ 223
　　　  建設仮勘定 211 22
      物品 1,099 131
      物品減価償却累計額 △ 726 △ 58
    無形固定資産 52 △ 8
      ソフトウェア 52 △ 8
      その他 0 0
    投資その他の資産 2,655 372
      投資及び出資金 20 0
　　　投資損失引当金 △ 5 0
      長期延滞債権 60 2
　　  長期貸付金 700 0
      基金 1,883 370
      徴収不能引当金 △ 3 0
  流動資産 2,845 117
    現金預金 646 △ 171
    未収金 18 0

    基金 2,159 283
    棚卸資産 24 0
    徴収不能引当金 △ 2 0 純資産合計 40,691 754

資産合計 53,405 810 負債及び純資産合計 53,405 810



行政コスト計算書

行政コスト計算書とは、令和５年度中における本
町の費用及び収益（事業に対する収入）の動きを表
しています。

１年間の経常費用約１２５億円に対して、事業に対
する経常収益は約４．２億円となっています。

地方公共団体の主な収入は、町税や交付税をは
じめ国県等からの補助金となっていますが、この計
算書ではそれらの金額は反映していません（次の
純資産変動計算書で反映しています。）｡

そのため収入は、かなり少ない金額となっていま
す。

費用については、現金のみの動きだけではなく、
固定資産の減価償却費や退職手当の引当金など
も算定されています。

臨時損失のその他が、前年より大幅に減少してい
ます。令和４年度までは、新型コロナウイルス感染
症対策としての非課税世帯等臨時特別給付金や電
力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金、新
型コロナウイルスワクチンに係る経費などの支出が
あったため、多額の臨時損失が計上されていました
が、令和５年に新型コロナウイルス感染症が５類に
移行されたことを受け、物価高騰対応分の低所得
者支援給付金等については、経常費用に計上して
いることが主な要因です。

また補助金等の額が増加しているのは、山辺・県
北西部広域環境衛生組合建設負担金が増加した
ことによるものです。

（単位：百万円）

科目名 金額（R5) 前年比
  経常費用 12,522 1,208

    業務費用 5,906 161

      人件費 2,283 151

        職員給与費 1,667 225

        賞与等引当金繰入額 144 13

        退職手当引当金繰入額 72 △ 97

        その他 400 11

      物件費等 3,472 △ 19

        物件費 2,502 △ 100

        維持補修費 106 5

        減価償却費 864 76

        その他 0 0

      その他の業務費用 150 28

        支払利息 31 0

        徴収不能引当金繰入額 0 0

        その他 119 29

    移転費用 6,616 1,047

      補助金等 2,423 508

      社会保障給付 3,153 517

      他会計への繰出金 1,040 23

      その他 1 0

  経常収益 424 98

    使用料及び手数料 196 19

    その他 228 79

純経常行政コスト 12,098 1,110

  臨時損失 153 △ 418

    災害復旧事業費 7 7

    資産除売却損 45 36
    投資損失引当金繰入額 0 △ 5

    損失補償等引当金繰入額 0 0

    その他 101 △ 456

  臨時利益 4 △ 5

    資産売却益 1 △ 6

    その他 3 1

純行政コスト 12,247 697

自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日



純資産変動計算書

純資産変動計算書とは、貸借対照表の資産が令和５
年度中でどのように増減したかを表しています。

合計の表のうち税収等が約３億円増加しているのは、
普通交付税の追加交付があったこと、宅地開発に伴い
固定資産税が増加していること、個人住民税が増加し
ていること等が主な要因です。

固定資産等形成分の表は資産の増減を、余剰分（不
足分）の表は現金の増減を意味していて対となっていま
す。

例えば、土地を購入した場合は、その取得価額分、資
産（固定資産形成分）が増え、現金（余剰分（不足分））
が減るという動きをします。

「有形固定資産等の増加」が減少しているのは、令和
５年度は箸尾準工業地域周辺をはじめとする道路整備
や平成緊急内水対策などのインフラ資産の増加は前年
と変わらずあるものの、事業用資産の大きな増加がな
かったためです。

「貸付金・基金等の増加」が増加しているのは、令和５
年度は財政調整基金、減債基金、みどりのふるさと応
援基金などへの積立を行ったためです。

余剰分（不足分）の表の本年度末純資産残高がマイ
ナス表記されているのは、現在持っている現金より固定
資産の価値が高い状態となっていること、すなわち、資
産形成したときの借入金が残っていることを意味してい
ます。

合計 （単位：百万円）

科目名 合計（R5） 前年比
前年度末純資産残高 39,952 1,164
  純行政コスト（△） △ 12,247 △ 697
  財源 13,039 364
    税収等 9,119 298
    国県等補助金 3,920 66
  本年度差額 792 △ 333
  固定資産等の変動（内部変動）
    有形固定資産等の増加
    有形固定資産等の減少
    貸付金・基金等の増加
    貸付金・基金等の減少
  資産評価差額
  無償所管換等 △ 53 △ 92
  その他
  本年度純資産変動額 739 △ 425
本年度末純資産残高 40,691 739

固定資産等形成分 （単位：百万円）

科目名 合計（R5） 前年比
前年度末純資産残高 51,743 980
  純行政コスト（△）
  財源
    税収等
    国県等補助金
  本年度差額
  固定資産等の変動（内部変動） 1,029 88
    有形固定資産等の増加 1,348 △ 168
    有形固定資産等の減少 △ 974 △ 90
    貸付金・基金等の増加 677 216
    貸付金・基金等の減少 △ 22 130
  資産評価差額
  無償所管換等 △ 53 △ 92
  その他
  本年度純資産変動額 975 △ 5
本年度末純資産残高 52,719 976

余剰分（不足分） （単位：百万円）

科目名 合計（R5） 前年比
前年度末純資産残高 △ 11,791 184
  純行政コスト（△） △ 12,247 △ 697
  財源 13,039 364
    税収等 9,119 298
    国県等補助金 3,920 66
  本年度差額 792 △ 333
  固定資産等の変動（内部変動） △ 1,029 △ 88
    有形固定資産等の増加 △ 1,348 168
    有形固定資産等の減少 974 90
    貸付金・基金等の増加 △ 677 △ 216
    貸付金・基金等の減少 22 △ 130
  資産評価差額
  無償所管換等
  その他
  本年度純資産変動額 △ 237 △ 421
本年度末純資産残高 △ 12,028 △ 237

自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日



資金収支計算書

資金収支計算書とは、現金の動きを示すもので、どの
ような活動に使われたかを表しています。

収入及び支出の合計額は、決算書金額（一般会計、
学校給食特別会計、墓地事業特別会計及び用地取得
事業特別会計の会計間でのやりとりを除く額の合計）と
一致します。

一般的な業務遂行に伴う歳入・歳出（業務活動収支） 、

施設等整備に伴う歳入・歳出（投資活動収支）、地方債
の借入や償還に伴う歳入・歳出（財務活動収支）に分か
れています。

業務活動収支において、臨時支出と臨時収入が前年
に比べてともに大幅に減少しているのは、新型コロナウ
イルス感染症が５類に移行されたことを受け、低所得
者支援給付金等の事業を業務支出の社会保障給付支
出に計上し、新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金等の財源を業務収入の国県等補助金収入
に計上したことによるものです。

投資活動収支のうち基金積立金支出が増加している
のは、令和４年度は財政調整基金以外の基金の積立
時期を翌年度に変更したことにより一時的に積立額が
減少していましたが、令和５年度には通常どおり積立を
行っているためです。また基金取崩収入が減少してい
ますが、これは令和５年度は財政調整基金の取崩を行
わなかったためです。

財務活動収支がプラスに転じていますが、令和５年度
は山辺・県北西部広域環境衛生組合負担金のための
地方債借入があったため、地方債の発行額が地方債
の償還額を上回ったことによるものです。

（単位：百万円）

科目名 金額（R５） 前年比
【業務活動収支】

  業務支出 11,726 1,192
    業務費用支出 4,942 △ 23

      人件費支出 2,199 52
      物件費等支出 2,594 △ 102
      支払利息支出 31 0

      その他の支出 119 29

    移転費用支出 6,784 1,215

      補助金等支出 2,591 676

      社会保障給付支出 3,153 517
      他会計への繰出支出 1,040 23
      その他の支出 1 0

  業務収入 12,732 906
    税収等収入 9,111 288

    国県等補助金収入 3,197 520
    使用料及び手数料収入 196 19
    その他の収入 228 79

  臨時支出 152 △ 414
    災害復旧事業費支出 7 7
    その他の支出 145 △ 421

  臨時収入 120 △ 476
業務活動収支 973 △ 348

【投資活動収支】 0 0

  投資活動支出 1,804 △ 37
    公共施設等整備費支出 1,123 △ 251
    基金積立金支出 674 214

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 1 0
    その他の支出 6 0

  投資活動収入 630 △ 121
    国県等補助金収入 607 24
    基金取崩収入 22 △ 123

    貸付金元金回収収入 1 0
    資産売却収入 2 △ 20
    その他の収入 0 0

投資活動収支 △ 1,174 △ 84

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,027 51

    地方債償還支出 983 32
    その他の支出 44 19

  財務活動収入 1,071 210
    地方債発行収入 1,071 210
    その他の収入 0 0

財務活動収支 43 158

本年度資金収支額 △ 157 △ 273

前年度末資金残高 670 116

本年度末資金残高 513 △ 157

前年度末歳計外現金残高 147 1

本年度歳計外現金増減額 -14 △ 15
本年度末歳計外現金残高 133 △ 14

本年度末現金預金残高 646 △ 171

自　令和５年４月　１日
至　令和６年３月３１日


